
 
 

合計特殊出生率向上に向け、人口政策に関する意見書 

 
我が国は、合計特殊出生率が人口を維持できる水準である 2.07 を大きく下

回る水準（2015 年は 1.46）で推移しており、国立社会保障・人口問題研究所の

推計によると、日本の総人口は、50 年後には今より約 3,800 万人減少し、9,000

万人ほどになるという。 

こうした少子化の進行と人口の減少は、労働力不足や経済活力、社会保障制

度の持続可能性を低下させる懸念があるため、少子化対策が必要であるといっ

た考えの下、「働きながら結婚し、産み、育てる」機運を高めること、人口維持

に必要な合計特殊出生率を目標に掲げ、下記の事項の施策を組み合わせて取り

組むことを強く求める。 

                  

記 

 
１．経済的基盤の強化等により、出会いから結婚・出産しやすい環境づくりや

職業能力開発、就労支援など経済的な不安を軽減されること。  

２．産科・小児科医の確保や夜間診療体制の確立等、医療体制の整備と妊娠に

関する専門的かつ正確な情報を提供し、自治体が取り組む不妊治療費の無償

化を図ること。  

３．一刻も早く待機児童ゼロの実現をされ、地域で子育てを支えることが重要

であり、地域の子育て拠点（事業所内保育施設等）への助成拡充や好事例・

ノウハウの紹介等を通じて、地域特性に応じた企業や自治体の取り組みに対

し、支援すること。  

 
以上、地方自治法第 99 条の規定により、意見書を提出する。 
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